
医療・ 介護・ 保育分野における

適正な有料職業紹介事業者認定制度

適正な有料職業紹介事業者

認定制度

医療・ 介護・ 保育

数多く ある

医療・ 介護・ 保育分野の

有料職業紹介事業者の中から

安心できる事業者を選ぶ基準の

ひと つと し てご活用く ださ い。
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医療・ 介護・ 保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度では、

「 必須基準」「 基本基準」 等の基準を 一定以上満たし た有料職業紹介事業者を

「 適正な有料職業紹介事業者」 と し て認定し ています。

医療・ 介護・ 保育分野における

適正な有料職業紹介事業者認定制度

令和 6 年度版

求人者・ 求職者の皆様へ



紹介会社の利用に際し 、

手数料やサービス品質
などにご不安はないですか？

何を基準に

紹介会社を選べば

よいかわから ない…

紹介手数料が

と ても 高かっ たら

どう し よう …

早期離職時の

返戻金制度がある

紹介会社を選びたい…

安易な転職を煽るよう な

広告を出す紹介会社は

使いたく ない…

申請条件
人材を安定的に紹介できるこ

と は適正認定事業者が満たす

べき重要な要件です。 そのた

め、 申請し た分野の施設に対

し て、 少なく と も １ つ以上の

対象職種について、①過去 2

年連続で、②年間 5 件以上の

常用就職（ 無期雇用） の紹介

実績があるこ と を申請要件と

し ています。

※更新の場合は、 直近認定期間 3  年

間のう ち  2  年間以上について要件

を 満たし ている こ と 。

必須基準は、「 法令を 遵守し

ているか」 を 含めて適正認定

事業者が必ず満たさ なく ては

なら ない基準です。 適正認定

事業者は、 分野別に定めら れ

た 1 6 ～ 1 8 項目のすべてを

ク リ アする必要があり ます。

基本基準は、「 求職者や求人

者に対してより 良いサービス

を提供する」 ために適正事業

者が満たすこ と が望まし い基

準で す。 適正認定事業者は、

分野別に 定めら れた 1 1 ～

1 3 項目のう ち一定数以上の

項目を ク リ アする必要があり

ます。

例 職種別に手数料を公表し ている

早期離職時（ 就職後 6 ヶ 月以内） の返戻金制度を設けている

求職者に「 お祝い金」 を 支給し ていない

自ら の紹介により 就職し た者に対し 、 転職勧奨をし ない

転職活動をみだり に助長するよう な広告を し ない

要配慮個人情報は、 本人の同意を得ないで取得し ていない

求人情報は、 求人者や求職者に定期的に情報が最新であるか

確認を行う 、および求人や求職者の情報の時点を明示している

例 求職者のキャ リ ア、志向、希望の勤務時間や曜日・ 勤務場所等

の制約等を 把握し た上で、 適し た就業先の紹介を行っ ている

求人者から の求人申し 込みは、 電話だけではなく 、　 　 　 　

書面、 FAX、 メ ールで受け付けている

手数料率を 含むサービス提供条件は、 求人者に充分説明し 　

理解を 得た上で、 契約締結により 事前合意し ている

紹介手数料と 返戻金の設定方法について求人者から 問い合わ

せがあっ た際、 統計データ を 用いて自社のサービス内容と そ

の設定理由を説明し 、 求人者の理解を得ている

求職者が就職後も 長く 活躍でき るよう 、 求人者と 協力し て定

着支援を行っ ている

「 必須基準」「 基本基準」 の詳細は、

適正認定サイ ト から 閲覧するこ と ができ ます。

医療 介護 保育 適正認定

適正認定事業者

「 医療・ 介護・ 保育分野における

適正な有料職業紹介事業者認定制度」 では、

申請要件、 必須基準、 基本基準を満たす紹介会社を、

「 適正認定事業者」 と し て認定し ています。

介護

適正認定

保育

適正認定

医療

適正認定

〈 認定マーク 〉　

適正認定事業者は、 認定を 受けた

分野の認定マーク を ホームページ

や会社案内、 名刺等の媒体に利用

する こ と ができ ます。
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審査員が、 認定を 申請し た事業者

の事業責任者等にヒ アリ ングを実

施し 、 提出書類の内容を確認し た

上で適正認定事業者と し て認定し

ます。

有効期間　 3 年

介護分野の対象職種 保育分野の対象職種医療分野の対象職種

介護職

　 う ち介護福祉士

　 う ち介護福祉士以外

看護職

リ ハビリ テーショ ン専門職

介護支援専門員

医師

生活相談員、支援相談員

機能訓練指導員

栄養士・ 管理栄養士

保育士

保育教諭

幼稚園教諭

栄養士・ 管理栄養士・ 調理員

看護師

医師

歯科医師

薬剤師

看護職

リ ハビリ テーショ ン専門職 

医療技術者　

歯科衛生士

看護助手・ 看護補助者

歯科助手

栄養士・ 管理栄養士



https://w w w .jesra.or.jp /tekisein in tei/outline/custom er_ survey/

医療・ 介護・ 保育分野に特化し た本認定制度の背景・ 理念に沿う 社会の実現のため、 本認定制度へ参画する業

界団体所属の求人者へ向けて、 認定事業者に関する顧客推奨度を調査する アンケート を実施し 、 そのアンケー

ト 結果を認定事業者へフ ィ ード バッ ク するこ と でサービス品質の改善促進活動をおこ なっ ています。

本認定制度は、 以下団体の協力によ り 創設さ れ、 令和 3 年度から 実施し ています。（ 五十音順）

（ 公社） 全日本病院協会、（ 公社） 日本医師会、（ 一社） 日本医療法人協会、（ 公社） 日本看護協会、（ 公社） 日本歯科医師会、

（ 公社） 日本精神科病院協会、（ 一社） 日本病院会

（ 一社） 全国介護事業者連盟、（ 社福） 全国社会福祉協議会　 全国社会福祉法人経営者協議会、 

高齢者住まい事業者団体連合会（（ 公社） 全国有料老人ホーム協会、（ 一社） 全国介護付き ホーム協会、（ 一社） 高齢者住宅協会）、

（ 公社） 全国老人福祉施設協議会、（ 公社） 全国老人保健施設協会

（ 社福） 全国社会福祉協議会　 全国保育協議会、（ 公社） 全国私立保育連盟、（ 社福） 日本保育協会

 

医療分野

介護分野

保育分野

適正認定サイ ト では、 最新の適正認定事業者の社名検索を

はじ め、 認定事業者のサービス名称、 対象職種別の常用就

職の紹介実績数（ 目安）、 サービス対応エリ ア等を確認する

こ と ができます。

医療 介護 保育 適正認定

厚生労働省同制度受託事業者 一般社団法人 日本人材紹介事業協会（ 略称・ 人材協）

認定後においても 求人者の苦情や評価を 認定事業者にフ ィ ード バッ ク する こ と で、

サービ ス品質の維持、 改善を 図っ ていき ます。

1 　 顧客推奨度調査の実施

「 医療・ 介護・ 保育」 求人者向け特別相談窓口

https://w w w .m hlw .g o.jp /stf/new page_ 30703.htm l     

医師・ 看護師などの医療従事者や介護従事者、 保育士などの採用にあたっ て人材紹会社を利用し 、 紹介手数

料などの職業紹介の条件等についてのト ラ ブルや法令違反の疑いがある場合には、 最寄り の都道府県労働局

『「 医療・ 介護・ 保育」 求人者向け特別相談窓口』 で相談を受け付けています。

2 　 認定事業者に関する苦情窓口の運営

https://w w w .jesra.or.jp /tekisein in tei/consultation/

分野別適正事業者認定制度運営事務局　 苦情・ ご意見・ ご要望窓口認定制度の不明点等のお問い合わせをはじ め、

適正認定事業者に関する苦情・ ご意見・ ご要望についても 、 こ ちら の窓口で随時受け付けています。 苦情につ

いては事実確認の上、 本認定制度協議会（ ※） に報告し ます。

また、 必要に応じ て当該事業者にし かるべき 回答を求めます。

※本認定制度協議会は、 労働関連法等を専門と する有識者、 医療・ 介護・ 保育それぞれの業界団体を代表する

委員から 成り 、 本認定制度全体を ガバナンスする役割を担っ ています。

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/outline/customer_survey/
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_30703.html
https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/consultation/

